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中国では五・四運動の60周年を記念して,『紀念

五四運動六十周年学術討論会論文遥』(1980年)を

はじめとする論文集や史料集が発刊された。『論文

選』から中国での五・四運動研究の動向をうかがう

と,五・四運動の時期の思想や人物に強い関心が向

けられているようである。日本でも近年,五・四遥

動に関する研究成果が集中的に発表されている。た

とえば『講座中国近現代史』第4巻(東京大学出

版会,1978年),中央大学『人文研紀要』第2号(1983

年)に掲載された五・四運動に関する諸論文,-そし

て現在3函11冊が出版されている京都大学人文科学

研究所共同研究報告『五四運動の研究』(同朋合,

1982～85年)がある。これらの五・四運動研究の成

果が発表されるなかで,運動の指導や目標をめぐっ

て論争も生じている(『近きに在りて』第3号,4

号,1983年)。

齋藤道彦の「はしがき」によれば,本書は中央大

学人文科学研究所の研究チーム-参加者は中央大

学所属の研究者に限られてはいない-による共同

研究が基礎になっており,「中央大学人文科学研究

所研究叢書1」として出版されている。本書は先に

あげたものにつづく,五・四運動研究の最新の成果

である。野沢豊が執筆した「序文」あるいは「はし

がき」によれば,共同研究の起点は『講座中国近

現代史』の出版にあり,この時点から計算すれば7

年以上におよぷ研究の成果だということができる。

われわれはこの大部で斬新な問題提起を含む五・

四運動研究書を前に,どのような形態の書評にする

のかということから検討したが,論文集の場合によ

くみられる所収論文の個別の紹介・批評という形態

はとらない土とにした。というのは笠原十九司が第

1章の冒頭で述べているように,本書の目的が「新

民主主義論」に基づく通説的五・四運動研究を狂羽

し,あらたな五・四運動史像構成のための視点と方

法を提示しようとすることにあるからである。個別

論文に分断された書評ほ,このような目的をもつ本

書にふさわしくなかろう。

そこで,われわれなりにこれまでの五・四運動研

究について本書が再検討した主要な点を整理し,そ

れに即してその成果を紹介し,批評することにした。'

このような書評の形態をとったために,所収論文を

均等に紹介・批評することはできなかったし,独自

の論文としては重要な論点でも必ずしも言及してい

ないところもある。なおごの書評ができる過程では,

水羽信男をはじめ中国近代史研究会(広島)の会員

から貴重な意見をいただいた。

本書の構成は以下のようになっている。

序　論　五・四運動史像再検討の視点　齋藤道彦

第1章　五・四運動史像の史的検討　笠原十九司

第2章　パリ講和会議と山東主権回収運動

笠原十九司

第3章「五・四」北京学生運動断面　齋藤道彦

第4章　五四期上海の社会状況と民衆　古厩忠夫

第5草　五・四運動と国民党勢力　　　末次玲子

第6章　南北対立と連省自治運動　　　味岡　徹

第7章　第一次大戦期における中国「国民経

済」成長-貿易構造の変動分析を中

心として-　　　　　　　　　高綱博文

補　論『怪代英日記』読書節記-障代英

を通して「五・四」を見る-　姫田光義

補論の後には,1970年から81年の「五四運動関係

文献日録」がつけられている。

II

運動がいつ始まりいつ終ったのかという五・四運

動の期間について,積極的な問題提起をしているの

は齋藤(序論)と笠原(第2章)である。齋藤は,

これまで野沢らが用いてきた「広義の五・四運動

期」に期間のうえでほぼ一致する「第一次大戦期中

国社会(1914-22年)」というものを,まず設定す.

る。そこに展開する民族運動を「山東主権回収運

動」と呼び,五・四運動はその一部を構成すること

になる。
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パリ講和会議開始以後は,とくに「パリ講和会議

に照準をあわせた山東主権回収運動」(14頁)とさ

れ,その期間は条約調印拒否までである。′くり講和

会議以後の運動は,前期(1918年11月～19年4月)

と後期(1919年5月～6月)に分期され,この後期

が五・四運動の期間にあたる。

山東主権回収運動過程に五・四運動を位置づける

視点は笠原にも共通しているが,齋藤のように山東

出兵からワシントン会議までの期間の運動を「山東

主権回収運動」とまとめると,21ヶ条要求や日中軍

事協定の内容とどう関連づけるのかという問題が生

じてこよう。齋藤と同じように笠原もバリ講和会議

以後の山東主権回収運動を前期と後期にわけるが,

分期の仕方は異なっている。笠原は小幡事件抗議運

動の収束,′ミリ講和会議での日本のまきかえしとい

ったことを理由に,前期を1918年11月から19年3月

まで,後期を19年4月から6月までとする。笠原説

では五・四運動の期間は後期の一部を構成すること

になるが,どうしたわけか齋藤は「はしがき」のな

かで,笠原も齋藤と同じように分期していると紹介

している。

齋藤や笠原は五・四運動の期間を限定的に把捉し

ており,新文化運動を含む期間の設定とはもちろん

異なるし,野沢や笠原自身がこれまで設定してきた

「五・四運動期」とも異なっている。齋藤や笠原は

五・四運動を短期の限定された目標をもつ民族運動

として把握するわけだが,笠原説では五・四運動は

パリ講和会議以後の山東主権回収運動・後期の一部

を構成し,その画期的意義はうすれている。他方,

齋藤は五・四運動という用語を,「五月四日学生運

動」と「五一六月の大衆運動」とに使いわけようと

しているが,5月4日の事件を「運動」として独自

に取扱おうとする理由がわからない。「五・四運動」

のこのような使いわけは,むしろ混乱を生むだけで

はなかろうか。

第一次世界大戦期の中国の社会・経済状況につい

て検討をくわえているのが,古厩忠夫(第4章)と

高綱博文(第7章)である。古厩は,嶋本信子や狭

間直樹らの五・四運動における労働者階級の役割を

高く評価する研究に対して,上海の労働者の実態的

な把握から離れ労働者階級像が純化,理念化されて

いることに疑問を発し,「上海の労働者およびその

周辺部をなす下層民の実態を,その具体的諸相にお

いて把超しなおし,地の現実に引き戻す作業が不可

欠であると考える。それがとりもなおきず本稿の課

題である」(218頁)と,自らの論文の位置づけを行

っている。古厩のこれまでの仕事にみられた,近代

産業労働者にのみ注意するのではなく広く都市の手

工業・雑業で働く下層勤労者にまで視野を拡大しよ

うとする姿勢は,この論文にもつらぬかれている。

本論文ではとくに都市の労働者の生活や意識にまで

ふみ込もうとしており,上海社会史研究という面で

の力作とうけとめた。

しかしもともとの課題設定からしてやむを得ない

ことだが,上海労働者の実態把握に力が注がれすぎ,

五・四運動のなかでの上海労働者の位置づけに関す

る論述はほとんど展開されていない。この点につい

ての本格的な検討は今後の課題として残されている

が,上海労働者のストライキ参加の構造について次

のような見取図が示されている。

古厩は労働者諸層のなかに「反日・反三官僚」へ

の共鳴がいかに可能になったのかという問題を設定

し,まず都市生活のなかで様々の矛盾や不安に苦悩

する労働者諸層の意識のなかに反日感盾が浸透して

いった諸契機を示す。在華紡での争議,日本への輸

出増加にともなう米価騰貴,上海在住日本人の増加,

横暴といったことがそうである。そしてこの反日感

情の浸透した労働者諸層を,「全民族的な運動へと

方向づけていったのは,いわゆる.ニューエリート=

新知識人,学生とブルジョアジーであった」(257頁)。

上海の労働者諸層が,生産と生活の様々な場面を

通して反日感情をつのらせていったであろうことは

わかる。しかし「反三官僚」の感情は,日本の北京

政府内の親日勢力との関係を労働者諸層に知らせる

契機があってはじめて生まれてくるわけで,古厩の

あげる事件は反日感情を浸透させる契機たり待ても,

反三官僚感情を浸透させる契機たり得ない。にもか

かわらず労働者のストライ判ま,「ブルジョアジー

の罷市と共に,三官僚罷免の決定的な力となった」

(269頁)。実際に,上海の三罷闘争は3官僚の罷免

実現を成果に収束する。こうしてみると,もともと

労働者諸層の感情のなかに強くは存在していなかっ



た「反三官僚」の要求を実現してストライキがとか

れたことになる。このことをどう理解したらよいだ

ろうか。

ところで五・四運動への労働者の参加について,

「中華工業協会一郭の親方;エ頭一労働者」という

形態で実現したことをはやくから指摘していた徳毛

和子は,北京の学生の釈放,3官僚の罷免を主要求

にして展開した6月3日以降の運動について,「五

四運動の闘争課題の燥小化でもあった」という評価

を下していた(『史学研究』第110号,1971年)。こ

のように評価する理由についての説明はないが,お

そらく対政府要求が強調されるあまり,対日問題が

後景に退いてしまったことを指すのであろう。ここ

で明らかにされねばならない課題としてうかびあが

ってくるのは,労働者諸層に内在する感情と「ニュ

ーエリート」あるいはブルジョアジーによる方向づ

けとの一致あるいは不一致という問題である。

第一次世界大戦期の経済発展の問題を扱ったのが,

高綱論文である。本書の書名からして,また「こう

した民主主義的性格を備えた大衆ナショナリズムの

台頭たる五・四運動の経済的基礎過程を,第一次大

戦勃発の1914年から中国での戦後ブームが終焉する

1922年に至るまでの第一次大戦期の中国経済の動向

を分析することによって一定程度明らかにしようと

する」(389～390頁)という高綱の課題設定からし

て,本論文は五・四運動との関連で読まれるべきで

あろう。

高網は「国民経済」の原動力あるいは牽引力とす

る工業化に,「大戦ブーム期」と「戦後ブーム期」を

設定する。五・四運動の基礎過程という視角から本

論文を読む時,重要なのは「大戦ブーム期」である。

このことは高綱自身が,「要するに,大戦ブーム期

における在来手工業に基盤を置く広汎な中小企業の

活性化一内発的工業化の進展-『国民経済』の一定

の自立的成長こそ,すぐれて民主主義的性格を備え

た大衆ナショナリズム運動たる五・四運動の経済的

基礎過程を形成していたものと推察される」(453

頁)と述べているところからも明らかである。

五・四運動の経済的基礎過程としての重要性は,

輸入農技による近代工業の発展がみられた「戦後ブ

ーム期」にではなく「大戦ブーム期」にあるとする

と,本論文の半分以上を費やして分析された雲薫三三

向については,内発的工業化といわれるものが,大

戦中における半製品の輸出増加,輸入減少に反設さ

れていることを確認すればよいようである。

第一次大戦期の中国の主要貿易国とその主要ご出

品目の分析を通して,高綱はイギリスやアメリカの

対中国貿易が中国の工業化との競合関係が弱いのこ

対して,日本の対中国貿易は競合関係が強いことを

実証した。だが五・四運動の基礎過程の展開と田本

の対中国貿易との関係は,これで十分に明らかにな

ったわけではない。というのは高綱はこの競合関係

を,「紡織工業を中軸として急速に発展しつつあっ

た中国近代工業」(430頁)に重点を置いて論述して

いるからである。

高綱が詳細に分析した中国の貿易動向については,

中国近代経済史の研究課題として独自に検討される

べきものであろう。五・四運動との関連では,「大

戦ブーム期」の内発的工業化といわれるものこそが

重要であり,それ自体の分析を深化させることによ

って,より運動への接近が可能になるように思える。

というのは,農村手工業やマニュファクチュア,ス

モールマスター工場の成長が,中国ブルジョアジー

の内部構成の変化と関連性をもってくると考えられ

るからである。

さて,運動の目標あるいは指導勢力・指導階級と

いった,五・四運動の基本的性格にかかわる点につ

いて言及しているのは,齋藤(序論)と笠原(第1

章,2章)である。五・四運動の期間を限定的にと

らえたように,齋藤や笠原は運動の目標についても

限定的にとらえる。まず第1に,新文化運動と五・

四運動を区別し,思想や文学の革新を目標とする運

動はそれ自体一貫した流れをもつものとして,研究

の対象とすべきことを主張する。そこには,五・四

運動を新民主主義革命の一環として把握することへ

の批判的姿勢がある。第2に,五・四運動は帝国主

義一般の打倒を目標においた運動でも,反北京政府

を目標とした運動でもなく,山東主権の回収を主目

標とした反日民族運動であると性格づける。

齋藤や笠原が,五・四運動を山東の主権回収を主

目標とし,全階級・全階層が参加した「全民族的な

反日民族運動」としてとらえたことは,五・四運動
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研究に関する新鮮な問題提起としてうけとめること

ができる。しかしこの五・四運動史像をより鮮明な

ものにするには,解決されねばならないいくつかの

課題がある。第1に運動の指導勢力・指導階級が明

確に措定されていないこと,第2に参加諸階層の運

動における配置が十分に検討されていないことであ

る。この2点について検討するにあたって,1919年

5-6月の「五・四運動」において考えるか,それ

とも1914年から22年にわたる「山東主権回収運動」

において考えるか,ということも重要な問題になっ

てこよう。第1の点については,齋藤がアナーキス

ト指導説,「初期共産主義者」指導説は実証的に成

立しがたいことに言及しているが,齋藤自身は指導

勢力・指導階級について積極的に明示していない。

どちらにしろ,「全国民的全民族的運動」といった

規定で満足すべきではなく,運動に参加した諸階

層・諸勢力の利害と対立をふまえたうえで,運動の

内部構造のより立ち入った分析と叙述が必要なので

はあるまいか。

周知のように,従来,五・四運動におけるプロレ

タリアートの役割を高く評価する嶋本信子,狭間直

樹らの見解と,これと対立してブルジョアジー指導

説を打ち出している徳毛和子,・鎌倉弘行,笠原らの

見解とがある。とりわけ笠原は本書の主要執筆者の

1人であり,以前のブルジョアジー指導説と,本書

所収の「全国民的全民族的」性格を強調する見解と

が,どう整合するのか明示的な説明がほしかったと

ころである。

また,こうした従来の研究の争点からみて気づく

点は,本書には第一次大戦期の上海労働者の実態把

捉や経済の発展過程についての詳細な研究はあるも

のの,≡罷闘争を正面から分析の対象とした専論が

みあたらないこと,運動の過程におけるブルジョア

ジーの動向に対する系統的な検討がなされていない

ことである。本書で指導勢力・指導階級や参加諸階

層の配置が十分立論されるに至らなかった一因であ

ろう。加えて,政治運動における指導をいかなる政

治勢力あるいは社会階級におくのかということにつ

いて考える場合,指導のメルクマールをなにに求め

るのかという点も重要である。これに閃し,各時期

における闘争目標・運動形態の決定権の所在に指導

のメルクマールを設定した真鍋篤行の方法は示竣的

であろう。

さて,以上は,本書所収論文のなかでは五・四運

動の性格をもっとも明確に提示している齋意・笠原

の所説にそってコメントを付してきたが,こうした

反日民族運動としての側面を第一義的とするとらえ

方とはやや異なり,五・四運動前後の民主主義の問

題に主要な関心を注いでいるのが味岡徹(第6章)

である。五・四運動に潜在する「民主化闘争」とし

ての側面は,たとえば,かつて横山英によって以後

の運動へと「継承」されていく重要な課題として光

があてられ,味岡自身も以前の論文においてそうし

た側面に重点をおいた五・四運動分析を発表してい

る。かかる民主化の課題は,五・四運動そのものの

なかでは主要な課題とはならなかったとはいえ,民

族的課題を達成しようとすれば,運動着が取り組ま

ねばならない不可欠の現実的課題であったというば

かりでなく,五・四運動が辛亥革命期からなにを継

承し,国民革命期に向けてなにを準備したかという,

より長期的な視野でとらえた時にうかびあがってく

る重要な検討課題であると考えられる。ただし,本

書所収の味岡論文は,齋藤・笠原が打ち出そうとし

ているあらたな五・四運動史像とのかかわりを明確

にしておらず,本書の有機的構成部分として十分な

位置をしめているようには思われない。味岡の問題

意識を十分生かすような枠組なりテーマの設定なり

がなされるように,執筆者相互の意識的な努力が今

少しあれば,本書の五・四運動史像をより幅広いも

のとしたと思われる。

ところで,五・四運動の再検討をめざす本書が提

出した新たな論点でもっとも注目に伍するものの一

つは,おそらく五・四運動をめく・る既存の政治権

力・政治勢力の動向に関してであろう。その動向は

大きく①北京政府,②「国民党勢力」および研究系,

③省議会・商会・教育会等の諸団体,の3着に分類

することができる。

①の北京政府の動向をこついては齋藤(序論)と笠

原(第2章)が論及しているが,とくに積極的な議

論を展開しているのは笠原である。笠原は,北京政

府の動向を重視する理由として,本書の主要な論点

の一つ,すなわち五・四運動は反政府運動ではなか



ったという点を指摘するとともに,列強の中国政策

を連関的に分析でき,民衆運動のトータルな状況・

役割の分析が可能となることをあげている。政府内

部の対立・抗争と列強の動向,民族運動の展開との

有機的関連に着目しようとするこの視角は,中国近

代の政治史・運動史を叙述していくうえで不可欠な

ものでありながら,従来ほとんど留意されてこなか

った。したがって,この視角を意識的に設定した点

はまず評価されてよい。

五・四運動当時の北京政府は,日本とアメリカの

中国政策の変化を成立の「決定的要因」とし,政治

基盤を安教派にではなく研究系・旧交通系におく

「徐世昌政権」としてとらえられ,パリ講和会議に

向けた山東主権回収運動・前期において「主導的役

割」をはたしたとされる。この意味で,同政権は

「少なくとも民衆の山東運動に敵対する政権ではな

かった」(134頁)のである。しかし,同じく山東主

権の回収をめざすとはいっても,自己の存立をかけ

た徐世昌政権の意図と民間の省議会・商会・教育会

等の意図,さらには一般大衆の意図との問には相違

も存在したはずであり,今後この点に周到な注意を

はらって「全民族的」な運動としての五・四運動史

像を構築していくことは必要だろう。それは当時の

民族運動におけるナショナリズムの構造的・立体的

把握の問題に帰着すると思われる。

また,徐世昌政権が一方で研究系・旧交通系を基

盤としつつ,他方で安教派のまきかえしと攻撃を列

強の支持・テコ入れによって制約し,不安定な政権

基盤を保持・強化していったという論理はそれなり

に明快であるが,安教派が,当時,政権内部の勢力

関係においていかなる位置をしめていたのかという

点にも言及してもらいたかった。それにより,北京

政府の権力構造総体のなかで徐世昌がしめる不安定

な立場や列強のテコ入れの効果がもっと鮮明となっ

たに違いない。

②の「国民党勢力」や研究系が当時の民衆運動に

かなりの影響力をおよはしうる存在であったことは,

笠原(第2章)と末次玲子(第5章)が明らかにし

ている。とくに末次は,従来ほとんど究明されるこ

とのなかった「国民党勢力」の政治動向を1920年に

至るまで考察し,多くの有益な実証的成果を提示し

ている。とりわけ,1919年5月-6月の上海におけ

る運動高揚期に同勢力が示した複雑な動きとその役

割を明らかにしたことは,本書でこの時期を対象と

した専論が齋藤第3葦論文と本論文のみであるだけ

に貴重である。

しかし,本論文の表題にもなっている「国民党勢

力」という用語にはやや疑問が残る。たとえば,上

海における「国民党勢力」の内部に国民大会事務所

に拠る孫文系の中華革命党,民友社,益友杜の一部

と,研究系・旧交通系とともに商学工報連合会に拠

る政学会とが存在し,対立的でないにせよ異なった

運動方針を提起していたという興味深い事実が指摘

されているが,それほとりもなおさず「国民党勢力」

が首尾一貫した政治指導を行いうる1個のまとまっ

た政治勢力ではなかったことを意味している。そう

すると,内部の各派閥を「国民党勢力」という用語で

くくることにはたしてどれだけ意味があるのか,と

いう疑問が当然生じてくるだろう。1個の政治勢力

としての印象を与えかねない「国民党勢力」という

用語よりは,末次も論文のなかで使用している「旧

国民党各派」という程度の表現にとどめておく方が,

実状をよく伝えることになるのではなかろうか。

「国民党勢力」の動向の場合,斉藤(序論)が指

摘した「運動を終始一貫した方針によって指導する

政党の不在」(7頁)という「第一次大戦期」にお

ける反日運動の特徴の一つを例示するものとなって

いる。それでは研究系の動向はいかに考えるべきで

あろうか。笠原(第2葦)は和平期成会や国民外交

協会の結成などの事実を示しつつ,山東主権回収運

動・前期において研究系が「主導的役割」をはたし

たことを指摘している。さらに末次論文は,研究系

の動向自体を問題にしたわけではないが,上海にお

ける運動高揚の過程で,研究系・旧交通系が政学会

とともに三罷闘争を広汎な層による反日・反親日勢

力の方向に指導し,一方,政府打倒まで展望して闘

争を反日・反政府の方向に指導・統制しようとした

中華革命党,民友社,益友社の一部の路線は,「学

生・労働者・店員層などの急進部分をひきつけたが,

広汎な反日・反親日派の民族運動の潮流をかえるに

至らなかった」(332頁)という注目すべき見解を述

べている。
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この詳伝は,逆にいえは研究系や政学会の方針が

上i≡において広汎な階層の支持をうけ,基本的に一

貫して運動の方向を性格づけていたということを暗

示しているように思われる。執筆者の意図からは薔

九るかもしれないが,このように意識的に読み込ん

でいくと,研究系の動向ほ本書が明示することを還

けた指導勢力・指導階級の問題を検討していくうえ

で看過できぬ意義をもっている可能性があり,より

深い解明がまたれる研究対象ということができよう。

この研究系の動向との関連で注目されるのが③の

省議会・商会・教育会等の動きである。齋藤(序論)

と笠原(第2章)は,1919年の「五月四日学生運動」

に先立ち展開された山東主権回収運動において,こ

れらの団体が山東省を中心とする各省で精力的な活

動をしていた多くの事実を紹介している。とくに,

省議会・商会・教育会等が山東主権回収運動・前期

における民衆運動の中心をしめ,しかもこの3団体

が北京で組織した全国和平連合会が,研究系を中核

とする和平期成会の「直接影響下」にあったとする

笠原の指摘は,上述の指導勢力・指導階級の問題と

も関連して重要である。この指摘にしたがえば,省

議会・商会・教育会等を構成する社会階層は研究系

という政治勢力と提携しつつ,言い換えれば研究系

はこの階層を基盤とし,その利害を代表する形で,

各地の運動を指導していったと考えることが可能か

もしれない。

しかし,笠原論文は1919年3月までを分析対象と

しているため,それ以降,各省の省議会・商会・教

育会等がいかなる活動を展開していったのかという

点は明らかでない。ただ齋藤が,ベルサイユ条約調

印拒否に向けこれらの団体が山東省で積極的な活動

をしていた例も若干紹介しているから,19年4月以

降その動きが沈滞していくわけでないことは確かで

ある。そうすると,運動の高揚していく5月以降,

あらたに族生してくる民衆団体とこれらの団体とが,

いったいいかなる協力関係をとり結び,あるいは矛

盾・対立を生じさせながら「全民族的」運動を展開

していったのか,という点が興味ある問題としてう

かびあがってこよう。笠原は以前,野沢にしたがい

「五・四運動が,旧式の大連合〔省議会・商会・教育

会等-評者註〕つまり上からの運動と,新式の小

連合〔あらたに噴出した民衆団体・組織-同上〕

つまり下からの運動とが,交錯する形で準備されて

いった」(『中国近現代史』上巻,東京大学出版会,

1982年,246頁)という毛沢東「民衆の大運合」に

基づく認識を示していた。今後この枠組を基調とし

て考察が進められていくのか否か,注目されるとこ

ろである。

III

本書を読んで第1に新鮮な印象をうけたのは,

五・四運動を旧民主主義革命から新民主主義革命へ

の展開過程にではなく,山東主権回収運動という限

定された目標をもつ反日民族運動の展開過程に位置

づけようとする視点を提起したことである。問題は

五・四運動の基本的性格にかかわっており,この新

しい視点は,これからの五・四運動研究が必ず論議

の対象としなければならないものであるといえよう。

それでは五・四運動の「山東主権回収運動」(1914

～22年)にしめる位置が,本書によって明確になっ

たのかというと,この点ではいまだ不十分な印象を

うける。第1に,五・四運動とパリ講和会議以前の,

あるいは条約調印拒否以後の反日民族運動との関連

についての言及がないため,五・四運動が先行する

運動のなにを拙承しなにを克服したのか,また後の

運動展開にいかなる意義があったのかといった点が

明らかでない。試論的なものではあれ,「山東主権

回収運動」の展開過程の全体的な構図を示してほし

かった。

第2に,齋藤や笠原の提起した五・四運動研究の

視点は本書執筆者の共通のものになっていないよう

だが,この点も「山東主権回収運動」にしめる五・

四運動の位置を不明確にしている理由のように思え

る。社会・経済史関係の論文はさておき,主要な研

究対象時期が「山東主権回収運動」期とかさなる味

岡論文の視点は,すでに指摘しておいたように中国

における民主主義運動史にある。

本書の第2の大きな成果として指摘しなければな

らないことは,北京政府と既存の政治勢力あるいは

英米系ジャーナリズムの動向を視野にいれた五・四

運動研究を提起したことである。五・四運動の既存

の政治権力・政治勢力との関係については明確に否



定する研究者もおり,今後の論議の進展を期待した

いが,本書はこの問題について実証面でも一定の成

果をあげていると考える。

徐世昌政権や研究系,旧交通系の勢力あるいは

「国民党勢力」といった既存の政治権力・政治勢力

は,それぞれの立場から五・四運動の展開を方向づ

けようとしたであろう。こうした要因にも規定され

て,各都市での運動の展開にはかなりの差違があっ

たのではないかと考えるが,この点については本書

はほとんど注意をはらっていない。5月4日の北京

の学生の行動は,山東主権の回収要求を掲げて始ま

ったが,運動が拡大するなかで達成すべき目標の重

点のおき方は各都市で異なっていったのではなかろ

うか。野沢が五・四運動の展開過程でかちとられた

成果として,①「北京大学総長の菓元培の復職」,

②「売国3官僚の罷免」,③「講和条約調印拒否」の

3点をあげ,①については北京の学生の,②につい

ては上海の三罷闘争の,③については山東省民のは

たした役割を重視しているのは,この点に関して示

唆的である(『1979年度歴史学研究別冊特集』)。

本書の主要な研究対象郡市は北京と上海であり,

これまでの五・四運動研究でも比較的よくとりあげ

られてきた都市である。あらゆる都市での運動を,

1冊の書物ですべてとりあげることは困難である。

しかし各都市での運動の全体の見取図のようなもの

の作成をふまえた研究対象都市の選択という作業が,

是非必要であったと感じる。齋藤は本書のなかで笠

原は以前に発表した論文のなかで,山東や広東での

運動の重要性を指摘しているだけになおさらである。

(中央大学出版部,1986年3月刊,A5判,485昆4500円)

書　評

吉沢　 南

F戦争拡大の構図 日本軍のr仏印進駐」』・_

江　 口　 圭　 二一

I

1940年9月の円ヒ部仏印進駐」,41年7月の「南

部仏印進駐」は,それぞれ日中戦争がアジア太平洋

戦争へ拡大する決定的な転校となった。

ところが,このような重大な結果を招いた「仏印

進駐」は,いずれも,日本の戦争指導者・遂行者が

その意志・政策を一致させて実施したものではなく,

反対に,意志・政策のはなはだしい不一致と対立,

分裂と抗争のうちに実行に移したものであった。と

くに「北部仏印進駐」における混乱はいちじるしく,

その異常さは陸軍の武力進駐強行に抗議して海軍が

護衛隊を引き揚げさせたことに象徴されている。

本書は,「このような分裂状態でどうして戦争拡

大を実行することができたのか,そもそもこの分裂

状態はどういう性格のものなのか」(4頁)という

疑問から出発して,「仏印進駐」をめぐる戦争拡大

のメカニズムの解明をめざしたものである。

著者は,このた釧こ,既公開のもののほか,国会

図書館,防衛庁防衛研修所戦史部,アジア経済研究

所,外務省外交史料館などを精査し,207農に達す

る第1次資料を確保したうえ,多数の関連文献を渉

猟して,精緻な分析と記述をおこなった。

本書は序章,第1章～第4章,終章,あとがき,

資料一覧から構成されているが,序章は後に廻わし

て,第1章からみていきたい。

第1章は「セクショナリズムと戦争衝動-ハノ

イの西原機関」と題され,3節構成のもとに,1940

年6月の西原機関のハノイ派遣から,「防守同盟」

締結問題を主要テーマとする7月段階の日・仏交渉

を扱う。

まず西原機関について,その人的構成に検討が加

えられ,

西原機関はその編成上,陸軍と海軍との問,軍

部と外務省との間,陸軍内の「武力強硬」派と

「交渉」派との間,ならびに出先現地軍と中央

との問,という幾重にも重なり合った対立局面

を持っていた。西原機関が抱えていた霜成上の

こうした亀裂は,日本の対仏印政策をきわめて

矛盾に満ちた,紆余曲折に富むものとした。

ことが提示される(22頁)。

つぎに,仏印側が日本軍「進駐」を断念させるた

めに「反蒋防守同盟」締結を提案してきたのに乗じ

て,日本側の推進した日仏交渉の経過が検討され,
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